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に遡ってサンダウン州に国家非常事態宣言が出された7)。

組織的な人命救助活動が開始されたのは翌日の１８日

(土）からである。最初のへリコプターでラグーンに５人

の看護婦と医師を派遣し、トリアージを行った8)。災害直

後の人命救助は村人同士の助け合いにより行われた。ア

ロップ、ワラプではほとんどの人々が津波で流された。ア

ロップでは、生き残った人々は、ラグーンを泳いで村まで

戻り、津波前まで小学校が有った場所に集合し､津波の再

来を恐れ集団で先祖の土地である内陸部に避難した9)｡医

療活動は、アイタベバニモ（Vanimo)、ウェワク（Wewak）

の病院、オーストラリア、ニュージーランド軍が設置した

野戦病院で行われた'0)。災害発生一週間後からはオース

トラリア、オランダ、日本からの医療チームも緊急医療活

動に当たった。さらに医療NGOがケアセンターで継続的な

医療活動を行った’1)。衛生上の観点からラグーンに浮か

ぶ遺体を沈める作業も行われた。

災害対応にはｌ）命・安全の確保：人命と安全を守る、

２）被災者の生活の安定:社会のフローを安定させる、３）

人生の再建と地域の再建:社会のストックを回復するとい

う３つの目標と、それぞれの業務を遂行する組織が存在

し､３番目の目標を達成するに当たっては災害前の状態に

復するだけでなく、新たな社会の枠組みを構築する必要が

ある、とされる１２)。今回の災害に関しては、津波の発生

メカニズム・被害状況に関する調査研究'3)、命・安全の

確保のための対策に着目した調査研究Ｍ）は在るが､災害

対応の全体像や社会のフローの安定とストックの回復のた

めの対策を明らかにした調査研究はない｡本論文ではパプ

アニューギニアの津波災害の災害対応の中で､特に社会の

フローの安定とストックの回復という点に着目し、１）組

織、２）対策という観点から検証する。また、現在、新た

にどのような社会の枠組みが構築されつつあるのかについ

はじめに１． 

1998年７月１７日午後７時頃(現地時間)発生した津波が、

パプアニューギニアの北西部のシッサノ・ラグーン

(SissanoLagoon）を襲い、死者2,202人]）という大きな
被害を出した。被害の概要を図ｌに示す。マグニチュード

7.1という地震の規模に比べてラグーンにおける最高津波

高15ｍは大きく「地震動に誘発された海底地滑り」もしく

は「ラグーン沖の特殊な海底地形」により津波が増幅され

た2）と考えられている。

この地域では約100年前の1907年の１１月から12月にか

けても地震が発生している。当時の様子を報告した文化人

類学者のレポートがある｡｢地震によりこの地域は数フィー

ト沈下し、ラグーンに在ったワラプ（Warapu）島と沿岸部

の林は水没した。アロップ（Arop）の海岸線も沈下し陸地

がかなり減少した。ワラプでは多くの人々が亡くなり、生

き残った人はジャングルに避難した。アロップの人々も丘

に避難し、その後、ジャングルの中に新たな村を建設した

が、春になると元の場所に戻って来た。（要約)」３）

パプアニューギニアでは国家緊急災害委員会（TheNa-

tionalDisasterEmergencyService，NDES）が災害対応
機関であり、無線を用いた24時間体制の災害情報収集体制

を栂築している。しかし、ｌ）専任の職員がいない、２）金

曜日であった等の理由により今回の災害ではこの情報収集

体制は上手く機能しなかった｡災害発生当夜の７時頃から、

マロール（Malol）村からNDESに無線連絡を取ろうとした

が誰も応答せず連絡が取れたのは翌日の朝であった4)。ア

イタペ（Aitape）地区の行政責任者が災害対応を行うのは
災害翌日の１８日（土）からである5)。災害発生２日後の１９

日になると首相が被災地を視察し6)､２０日の月曜日に１７日
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ても考察する。

本論文は1998年９月26日～10月８日（国際津波研究チー

ム第２次調査）】5)、1999年３月１４日～２４日１６）の２回の

調査をもとにしている。

ろ東セピック（EastSepik）州であった。これは、ウエ

ワク(東セピック州州都)からアイタペまでは道路が整備
されているのに対し、バニモ(サンダウン州州都）からは

道路が整備されていないためである。

(2)対策

a）代替機能の提供

すまいを失った被災者のために図ｌに示す７カ所

(ウイポン(Wipon)は公式には避難所と認定されていない）

にケアセンターが開設された｡各ケアターの収容人数･各

ケアセンター居住者の災害前の居住地を表ｌに示す。ケ

アセンターが設置された場所は１）以前から野菜畑とし

て利用されていた場所(シッサノ)、２）別の村の広場（ワ

ラプ、アロップ）の２つの形式に分かれる。ロウォイ・ケ

アセンター（RowoiCareCenter）の概要を図２に示す。

各ケアセンターには仮設の小学校、教会、簡易医療施設
(AidPost）が設置された。

水に関しては、井戸と雨水タンクがケアセンターに設

2.社会のフローを安定させるための対策

社会のフローを安定させるための対策とは､生命の危険
を脱した被災者が､自分たちが災害前のように自力で日常

生活が可能になるように社会的なサービスを復旧させると

共に、それまでの間、被災者の生活支援を行う事を目標と

する。フローシステムの機能障害を最小限に止めるために

１）その機能を代替させるサービスを提供する：①生活必
需品・救援物資の調達と配給、②給食・給水、③収容避難
所の開設とその運営､④市場機能の回復､⑤教育機能の再

開、⑥生活関連情報の提供、２）社会のフローを回復させ
る：①ライフラインの早期復旧、②交通の確保、という２
つの対策が行われる１７)｡日本とパプアニューギニアではフ

ローシステムの複雑さは全く異なるが、この対策はマズ

ローの欲求段階説でいえば生理的欲求、安全・安心欲求に

対応したもの'８１であり、求められる対策に変わりは無い。

表１ケア・センター

i三薫舌芒
(1)組織

社会のフローを安定させる対策においてはカトリック教

会アイタペ司教区救援本部(theDioceseofAitapeDjs-
trictDisasterComittee､DADDC)が中心的な役割を果た

した。また、アイタペ復旧委員会（theAitapeRestora-
tionComittee､ARC)が各機関の対策を相互調整する組織

として設立された'9)。ARCは中央政府、地方政府、パプア

ニューギニア軍､オーストラリア軍､ニュージーランド軍、

国際救援NGO、教会（DADDC)、懸察で構成されていた201．

アイタペは行政区分上サンダウン(Sandaun)州に属してい

るが､応急対応で主要な役割を果たしたのは東隣に位置す
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されていない2ｲ)。１２月になると２代目の委員長が就任

し、それ以降２週間に１回の割合で委員会が開催されて

いる。ＡDDCの構成メンバーは次の通りである。委員長

(DistrictAdministrator)、行政各部門の担当者（教育、

保健、漁業、産業、福祉)、アイタペ司教区災害救援委員

会(２名)､各ケアセンター･再定住地の代表､赤十字､NGO、

州政府（２名)、女性の代表（１名）である２５)。ＡDDCの下

にさらにｌ）再定住地、２）保健、３）教育、４）農業／

漁業／その他経済活動、５）福祉の５つの委員会が設置さ

れている。ＡDDCの役割として、ｌ）被災者を援助し、被

災者の生活再建の方法を詳細に亘って計画する事､２）生

活再建施策の監視と調整を行う事､３）義援金の使われ方

を監視する事､４）金銭的援助が必要な事業のニーズの調

整を行う「ブローカー」として機能する事、５）生活再建

プロセスに関して定期的にレポートを作成し、情報発信

する事、が挙げられている２６)。さらに各再定住地毎にも

委員会が設置されており、ウィポン（Wipon）の事例では

ｌ）教育、２）宗教、３）健康、４）正義（司法）の委員

会が設置されている２７)。

極され飲み水として利用されていた。

食料に関しては、被災地域に住む人々の生活は基本

的に自給自足であった。この地域の人々の主食はサゴ

澱粉であり、サゴヤシの茎を切り出し、水を用いて澱

粉を抽出する。サゴヤシの切り出しは男の仕事、サゴ

澱粉の抽出は女の仕事という区分がなされている。切

り倒したサゴヤシに生息するサゴムシも貴重な蛋白源

となる。また、各集落は以前から内陸に畑を持ってお

り、キャッサバ、タロイモ、ヤムイモ等を栽培してい

た。魚も重要な蛋白源であり、災害前は漁業を行って

いた。しかし、津波によりカヌー・漁具を失い漁労が

不可能に成った。ワラプ、アロップの場合はケアセン

ターに移住し､以前生活していた土地から離れたため、

サゴ澱粉や野菜を自力で入手出来なくなった。こう

いった理由で、各ケアセンターに対して救援物資（鯖

缶やコンビーフ）が供給された。第２次調査を行った

１０月初めの段階では救援物資の供給が継続されていた。

b〉社会的フローの回復

この地域では水は雨水・井水・川、電気・ガスといっ

た光･熱源はランプ･薪・自家発電､情報通信には無線

機を利用していたため、回復目標となるライフライン

は存在しなかった｡交通については災害前から水路･道

路が存在し回復目標となった。各集落は内陸部のケア

センターに避難し、ケアセンターヘの交通の確保が必

要となった。ポウ（Pou)(アロップ)、ラモ（RaIno）（ワ

ラプ）への道路は従前から存在したが、４輪駆動車だ

けが通行可能なレベルであり、シッサノの各ケアセン

ターヘの交通路はジャングルの中の人道とラグーンか

らの水路だけであった。このため、物資の輸送にはヘ

リコプターが利用され、各ケアセンターの中央にヘリ

ポートが設けられた。

(2)対策

a）再定住地

マロールからシッサノまでのすべての集落は被災の程

度に関わらず内陸に移動した。これは政府の方針では無

く、津波を恐れた居住者が自主的に決定した結果である。

再定住地の場所は基本的には内陸部の以前から菜園とし

て利用されてきた場所である。各再定住地の場所と災害

前の集落名を表２に示す。再定住地にはケアセンターか

らそのまま移行したものと、新たに再定住地として建設

されたものの２つのタイプが存在する。移動の様子を図

ｌに示す。前者のタイプとしてオルプルン（Olbrum)、ロ

ウォイ、ウイポン、後者のタイプとしてニュー・パルプ

(NewBarupu）（ワラプは再定住地建設に当たり、発音に

より忠実なパルプに表記方法を改めた)、ニュー・アロッ

プ１，２、タレス（Tales)、ランプ（Lambu)、アイポコン

(Aipokon)、アインドリン（Aindorin)、タイニャピン
(Tainiapin）が挙げられる。

住宅は自力再建が基本となっている。図３に示すよう

に､この地域の住宅形式は高床の簡易なもので､建設材料

は全てプッシュ・マテリアルと呼ばれる周りのジャング

ルで入手可能なものである。しかし､一度に大量の資材が

必､要となったため、ロウォイ・ケアセンターにライオンズ

クラブからの寄付28）で製材所が設置された。

b）交通路

再定住地に至る道路が新たに３本建設される事になっ

た。１）新しいルートでアイタペーマロール間の道路の建

設、２）ポウーニユー・アロツプ１～アロツプ２への道路

の新設、３）ラモーニユー・パルプ（Barupu）～ウイポン
ミ?±,｡；

３．人生の再建と地域再建のための対策

ポウ・ケアセンターは10月１７日に閉鎖され21>、ア

ロツプの人々は海側（北）に位置する再定住地へと移

動する。ケアセンターから再定住地への移行が、人生

と地域の再建を目標とするこのフェーズの始まりであ

る。このフェーズでは失われたストックを回復し、さ

らに新たな社会の枠組みを創り出すための対策が行わ

れる。日本の場合は次の５つの側面から考える必要が

あると言われる。１）社会基盤の復旧に関する対策､２）

住まいの再建に関する対策、３）住民を主体としたま

ちづくりの実施に関する対策、４）雇用の確保と産業

の育成に関する対策、５）被災者の生活再建に関する

対策22)｡人生と地域の再建は災害前の社会の特質を反

映するものであり、日本とパプアニューギニアを

同等に比較する事はできない。パプアニューギニ

アの場合、津波に対する恐怖の解消が最初の達成

すべき目標となった。

①BoatＳｔｏｐ 

②StrageforreIifgoods 

HeIiport 

③ComnunitySchool 

④O1inic 

⑤Church 

と?_:辿輸

(1)組織

ストックの回復を目的とする復旧・復興対策を

進めるためにアイタペ地区災害復興委員会

(AitapeDistrictDisasterCommttee，ADDC)が
設立された。1998年９月３日に第１回、９月９～１１

日に第２回のワークシヨツプが開催されたが23)、

委員長が職責を果たさず10月以降は委員会が開催
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アロップ（｢エスノ｣）の場合、ポウ（｢スキオ｣）の人々が

現在住んでいる土地は、昔は自分たちのものであったと

主張したため問題が発生したが351、話合いの結果、ア

ロップが海側に移動する事により問題は解決した。ワラ

プの場合は､内陸部に土地を持たず､ラモから政府が土地

を借り上げ再定住地を設置した。

～ロウォイーオルブルンというルートの道路の新設（図

１参照)。ｌ）のルートは、マロールの人々が内陸部の再

定住地に移動した事、途中の橋が津波で流され通行不能

になった事により建設された。このルートの建設は1998

年１２月頃までに終了している。２）のルートは、アロッ

プの再定住地が新たに建設されたために建設されたもの

で、アロップ１までは既に完成済みである。３）のルート

は現在、ニュー・パルプまで完成している。また、多くの

再定住地は水路でラグーンとつながっている。

c）教育

被災地域には災害前５つの小学校29)が存在した｡大き

な被害を受けたのはその内の３校であったが、集落の移

動に伴い全ての小学校が再建される事になった。各小学

校の被害と再建される学校との関係を表３に示す。災害

前は５校であり当初は５校を再建する計画であった30）

が､各再定住地毎に学校を建設する事の希望が多く、最終

的に10校建設される事になった。ウイポン小学校は神戸

からの援助で建設される事が決定されたが、道路の整備

が終了していないため1999年３月現在では完成していな

かった。建設監理はパプアニューギニアキリスト教協議

会（PapuaNewGuineaComcilofChurch，PNGCC）が行
うことになっている３１)。

４．新たな社会の枠組みの構築

阪神･淡路大震災の場合､従前の居住地で住宅を再建し

たいという希望が大勢を占めた361゜しかし、従前の場所

に戻っても災害前の状態ではなく、新たな社会の枠組み

を創り出して行く必要があった371｡津波の恐怖を解消す

るため内陸部へ移住したパプアニューギニアの場合、ど

のようにして新たな社会の枠組みを創り出していったの

であろうか｡社会の榊成要素に着目し、シッサノを事例と

して集落、クラン（氏族集団）３８１（集落＞クラン）の２

つのレベルで検証する。

(1)集落

災害前、シッサノはマインドロン（Maindron)、ニマス

(Nimas)、マイニャール（Mainyar)、アムソール(Amsol）
の４つの集落から構成されていた。シッサノには、ライン

プルン（Rainbrum)、オルブルン、ロウオイの３つのケア

センターが設置された。基本的には各集落毎にケアセン

ターに避難している。マインドロンの人々はオルプルン、

ニマスの人々はロウォイ、マイニャールの人々はオルプ

ルンとラインプルン、アムソールの人々はロウォイのケ

アセンターに移動し、ケアセンターでは災害前の集落が

混在していた（表１，２参照)。公式なケアセンターでは

無いがウィポン（Wipon）もケアセンターとなりニマス、

マインドロン、アムソールの人々が避難した。

レインプルンはオルプルンに統合される予定であるが、

それ以外のケアセンターは再定住地に移行する事が決定

<3）問題32）

パプアニューギニアでは部族間の抗争が頻発している

が､今回の災害後も､復興に際して部族間の対立が表面化

したと言われている。被災地域の言語グループを見ると

｢エスノ（Essno)」と「スキオ(Skio)」に分かれる３３)(図

ｌ参照)。｢エスノ」は古くからこの地域に居住してきたグ

ループであり、マロール、アロップ、シッサノの人々はこ

の言語グループに属する。「スキオ」はインドネシアとの

国境地域にも分布する言語グループであり、ワラプ、ポ

ウ、ラモの人々がこの言語グループに属する３ｲ)。しかし、

問題の原因は言語グループ間の対立ではなく土地の領有

権にあった。

再定住地を決定するに当たり土地所有を巡って問題が

発生したのは､アロップとワラプの２つの集落である。
表２再定住地の位趣
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表３教育施設の被害と復興

Dｏｎｉｆ即

ＮａｔｉｏｎａＩＤｉｓａｓｔｅｒ＆EmergencySewices、Dep、ｏｆＰｒｏｖｉｎｃｉａｌ＆ＬｏｃａｌGovernment，PapuaNewGuineao
Augustl998・より作成

－１９８－ 

Ｃ麺だ［とr重「
甘一一▲？__＿

０㎡ごn日Ⅶ鹿田巳

、les

Iamm 

MalDl 

Hhld 

qVaftPTPrI 

3°Ｃ､9,14201王

T面hｓ

１，ｍ■、

Aipdmn ＭａｈＩ 3pC8S、M2P1王 Aｍｍ 

lVhhl 、Ｗ古血２ AhTttD 

吃iniapin ＭａｈＩ ｍＯ応hhUg T面iHapm

A皿」 IVhhI mtvさth堰 MaiⅣ巳ＵＵｉａｎ

NｅｗＡｒｏｐｌ Pu」 3pU5S、I4rmE Ａｍｐｌ 

NｅｗＡｒｏｐ２ Ｐｕ」 3POdS、Ｉ４２ＰｍＥ Ａｍｐ２ 

NewBarlm Ｒａｕｍ 3oOaS、l42PmE 1hhｍｍ 

O１ｂｍｍ ｉｍｍｎ mtv古ih壇 Whh画mMajmar

Wipon ＲｎＡｍｉ 3qO8S、142ｍGE 」uUBOLNhms・Mai曲、

Ｒ､"Uｄ 3.,s、ｌ４２ｏｍＥ AI応cLN坑田ｓ

Ｒ痂廿、、 mqvbh魂 WhhwEr 

iiさhid…｝̄
 

Ｗｂｋｌｌ 

Ｈｈｈｌｌ 

蒜

鶚司
Hhhll 

途
｣A竺巴」
団ｓｓｍｂｌ

迷
箇=aｍｌ

屋根材：サゴヤシの葉

壁材：サゴヤシの茎

床材：パームヤシ樹皮
￣ 

学校名 場所

Ｓ8.Ｍｉｃｈｅｌ 

Ｗ…Q輿Rll-
Ａｒｏｐ 

ＳｉｓＳａｎｏ 

Ｗａｒａｐｕ 

ＡＴｏＰ 

ＬＣｖＣｌ５ 

Ｌｃｖｃｌ４ 

Ｌｃｖｃｌ４ 

４０８ｉｌ３ 

２８８ 

３１４ 
Ｐ ０卸

１０ 

８８ 

1１７ 

１４；２ 

ｉ 
巴｡Ⅱ●０１■ＯＩＳＩｄ凸■OS｣００●51■5■06■OSbIpLIqLS0

…---.-.-．;、

１１１ 

■ ０》

大破

大［

４冊 室残存

０ｌｂ「nｍ

UｐＯ１ 

ＯＷＯ 
し⑪■～｡■－●～■ｐ

ａｒａＰ 

Ｔｏｐ 

ＡｒｏｐＺ 

神戸の援助

Ｏｌｂｕｒｕｍに統合

Ｍａｌｏｌ 

YalinlRi 

Ｍａ ０１ 

Ｍａ 0１ 

ＬｅｖＣｌ５ 

ＬＣｖｃｌ３ 

４００ 

１２２ 

４ 

５ 

1８ 

０ 

５ 0 

５ ０ 

無被害一放棄

無被害一放棄

Ａｍｕ 

R魚nHjg1j[…
ＡｉＤｏｋｏｎ 
｡■D■●｡P◆￣■■PC･●0勺●■■や■●●■◆■●｢●ｓ◆

Ａｒｃｋｉ 

規楓 生徒ｉ学級散 生徒死者 教師；敬師死者 披審 ＩＨＦ延後



記に関わらず発音がほぼ同じであれば同一のクランであ

ると判断した。

クランの動きを図４に示す。ウイポンはアムソルのシ

レイ(Silei）・ウルマン（Ulman)、ニマスのマルライ１，

２（MalraiL2)、ノロイ（Noroi)、マイン（Mai､)、パケ

ル(Pakeru)、タイペン(Taipen)､マインドロンのミンガポ

ス１，２(Mingaposu１，２）､マス･オンモル(MasOnmolu)、
ニヮ・アウ(Niwaau）という１２のクランで構成からされ

ている。これをロウオイのクランと比較すると、図４に示

した17のクランは現在もロウォイに存在するが、アムソ

ルの１１クランから３クラン、ニマスの６クランからは５

クランがウイポンに移動し始めている事が分かる。ニマ

スの人々は今後さらにウイポンに移動して行く事が予想

される。

ウィポンでアムソルとニマスが混在しているのは、

ウイポンは川によって２つの地域に分かれている事が－

つの原因であると考えられる。再定住地の位置を現在の

場所から対岸に移動するというヒアリング結果があり、

将来的には現在の場所が旧アムソルの再定住地、対岸が

１日ニマスの再定住地という構成になって行く可能性があ

る｡恐らく、現在のウィポンの位置の土地が１日アムソルの

シレイ(Sileiルウルマン（Ulman）クランの領有地であ

り、対岸がニマスのクランに属する土地であると考えら

れる。また、マインドロンからのクランは今後、オルプル

ンに移動して行く事が予想される。

この災害では新たな社会の枠組みをクラン単位の移動

により創り出している事が明らかになった。非常事態に

対応するためにケアセンターでは各集落のクランは混在

していたが､再定住地を構成するために現在､再びクラン

の構成が変化し始めている。非常事態に対応するために

災害前の各集落のクランの構成が崩れたが、現在は平常

状態に戻るためにクランが動いていると考えられる。

従って､クラン移動が終了し､新たな枠組みによる定常状

態になれば､非常事態は終了した事になる。この新たな定

常状態がこの地域における新たな社会の枠組みであり、

クランの移動の終了がこの地域の復興の終了であると考

える事が可能である。

された。再定住地と被災以前の集落の関係を見ると、マイ
ンドロン・マイニャールーオルプルン、アムソール・ニマ

スーロウォイ・ウイポンというように今後、災害前の集落

毎に再定住地を構成して行くと予想されるが、ウイポンに

おけるニマス、マインドロン、アムソールの関係が明確で

ない。これについては次項で、集落の最小構成単位である

クランのレベルで検討する。

(2)クラン

被災地域の最小構成単位はクランと呼ばれる氏族集団で

あり、各集落は６～１１のクランで構成されている。また、

土地は慣習的に各クランに所属している。災害前の各集落

を構成していたクラン名を表４に示す。各クラン名は、聞

き取り調査により採集したものであり、発音されたクラン

名称をローマ字表記したものである。

ロウォイ、ウイポン再定住地における各クランの動きに

ついて検討する。各クランの動きを検証するに当たり、
Malrai=Malrain､Mai､=Mainti、Pakeru＝Pakerのように表
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l）社会のフローを安定させるための対策においてカト

リック教会アイタペ司教区救援本部が中心的な役割を果

たした。

2)社会のフローの回復では交通路の確保だけが課題とな

り、ヘリコプターを利用して交通の確保を行った。
図４コミュニティーの変遷過程

（ロウォイ、ウィポン）
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15）調査メンバー：東京大学・都司嘉宣（団長)、秋田大学・
松富英夫、韓国気象庁・韓世蟹、理化学研究所・牧紀
男、ＵＳＧＳ・BruceEJaffe,BuyGelfenbaum

l6）調査メンバー：国立民族学博物館・林勲男、理化学研
究所・牧紀男

１７）林春男：災害対応を考えるための理論的枠組み第７
編緊急対応の教訓一震災からの最初の１００日一、大震
災に学ぶ－阪神・淡路大震災調査研究委員会報告轡一、
土木学会関西支部、ｐ11,1998.

18）前掲轡、Ｐｌｌ
ｌ９）AustralianAgencyforlntemationa］ 

Development：ＰｌａｎofActionforRecoveryof 

Tsunami‐AffectedCommunitiesofSandaunProv-
mce，ｐ、３，１９９８

２０）草地賢一：パプアニューギニア視察リポート、1998.
21）LoriDenglerandJanePreuss：EERISpecial 

EarthquakeReport：ReconnaissanceReportontｈｅ 
ＰａｐｕａＮｅｗＧｕｉｎｅａＴｓｕｎａｍｉｏｆＪｕｌｙｌ7,1998. 

22）林春男：災害対応を考えるための理論的枠組み第７
編緊急対応の教訓一震災からの最初の１００日一、大震
災に学ぶ－阪神・淡路大震災調査研究委員会報告轡一、
土木学会関西支部、ppJ1-12、1998.

23）AustralianAgencyforlnternational 
Development：Annex6ProceedingsoftheSecond 
AitapeWorkshop9-llSeptemberandAcｔｉｏｎ 
Ｐｌａｎ，ＰＩａｎｏｆＡｃｔｉｏｎｆｏｒＲｅｃｏｖｅｒｙｏｆＴｓｕnami-
AffectedColnmunitiesofSandaun 

Provincepp､1998.には第２回ワークショップの議事録
が掲載されている。

24）草地賢一：第２次パプアニューギニア津波災害国際救援
活動現地調査報告、1999.

25）ADDCChiefSecretaryからのヒアリングによる。
26）AustralianAgencyforInternational 

Development：Ａｎｎｅｘ４ＴｈｅＡｉｔａｐｅＤｉｓｔｒｉｃｔＤｉｓａｓ－ 
ｔｅｒＣｏｍｍｉｔｔｅｅ，ＰｌａｎｏｆＡｃｔｉｏｎｆｏｒＲｅｃｏｖｅｒｙｏｆ 
Ｔｓｕｎａｍｉ－ＡｆｆｅｃｔｅｄＣｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓｏｆＳａｎｄａｕｎＰｒｏｖ－ 

ｉｎｃｅ，１９９８． 
２７）パプアニューギニア緊急救援実行委員会委員長草地賢一
氏からのヒアリング

28）TheDioceseofAitapeRehabilitation 
Committee：ＴｈｉｓＭｏｎｔｈｉｎＡｉｔａｐｅ，１９９９． 

２９）パプアニューギニアでは、１９９４年の学制改革によ
り、小学校は６学年制のcommunityschoolから８学年
制のｐｒｉｍａｒｙschoolに再編された。

;９１艶駿慨騨八笄些Ｈ２幾鍬磯際救援
活動現地調査報告｣、1999.

32）こういった土地の領有権を巡る問題、言語グループの存
在範囲を見ると「スキオ」言語グループ（ポウ、ワラプ、
ラモ）に属する人々は、先述のように１９０７年の地震の時
には既にこの地域に居住していた事は確かであり、それ以
前の時期にインドネシア国境付近から移住してきた人々で
ある事が分かる。

33）調査時にインフォーマントから得た言語名であるが、言
語学の研究では「エスノ」はシッサノ語：オーストロネシ
ア系言語、「スキオ」はワラプ語：非オーストネシア系パ
プア言語に分類される。この地域の言語グループの研究と
しては、以下の文献が挙げられる。

Laycock，ＤｏｎａｌｄＣ．：Sissano，WarapuandMelanesian 
Pidginization，ＯｃｅａｎｉｃＬｉｎｇｕｉｓｔｉｃｓｌ２，pp245-
27ml973 

Laycock，ＤｏｎａｌｄＣ．：SepikLanguages：Ｃｈｅｃｋｌｉｓｔａｎｄ 
ＰｒｅｌｉｍｉｎａｒｙＣｌａｓｓｉｆication，ＤｅｐＬｏｆＬｉｎｇｕｉｓ－ 
ｔｉｃｓ，ResearchSchoolofPacificStudies，ｔｈｅ 
ＡｕｓｔｒａｌｉａｎＮａｔｉｏｎａＩＵｎＷｅｒｓｉｔｙ.，1973． 

Wurm，StephenA．：PapuanLanguagesofOceania， 
Tubingen，1982. 

34）WurnStephenA.：PapuanLanguagesofOceania， 
Tubingen，1982. 

35）現地でのヒアリングによる。
36）兵庫県：阪神・淡路大震災復興誌第１巻、ｐ240,1997.
37）例えば、公営住宅のグループ入居（仮設でのコミュニ
ティーの維持)、コレクテイプ・ハウジング（集まって住
むことで新たなコミュニティーを創り出す）

38）各クランは慣習的に土地を所有する集団である。また、
クラン毎に精鍵が決まっており、輔鍵はクランの結束や健
康と密接な関係を持っている。林勲男：ＰＮＧ津波被災
（1998年７月１７日）地の社会・文化的背景、科学振興調
整費：災害対応への社会対応に関する比較文明論的究明研

究会レジメ、１９９９．

3)社会のフローの代替機能を提供するため、ケアセンター

が７カ所に設置ざれ救援物資も支給された。

4)人生と地域の再建を行う組織としてアイタペ地区災害復

興委員会が組織され、その下に再定住地、保健、教育、生

業、福祉の５つの委員会が設けられた。

5)再定住地に移住して地域の再建を行う事になったが、土

地の所有関係が大きな問題となった。

6)新たな社会の枠組みを創り出すための対応は、各クラン

(氏族）毎に行われている。

7)クランの移動が終了し､新たな定常状態が生まれるとこ

の地域での復興が終了したと考えられる。

６．今後の課題

新たな社会の枠組みを創り出すための活動がクラン毎に

行われている事は明らかになったが、実際、どのような活

動が行われているのかについては不明である。クランの機

能について解明する事により今後明らかにして行きたい。

先述のように1907年の地震災害の後は、当初、内陸部に

移動したが、直ぐに海岸部に戻って来た。現在の再定住地

が今後どのように変化して行くのかについても、継続して

調査を行う予定である。

災害対応組織に関しては未だ十分な情報収集が行えてお

らず、今後の調査課題としたい。
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